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従事者基礎情報

最初に入力してください。
従事者キー 従事者名（居住地） 担当業務 所属先 格付 最終学歴 (注1) 卒業年月(注1) 直接人件費月額単価

1 □原　×子 交差点設計 新宿プラニング 2
　○○工業大学卒

　△△△大学院修了
19**年3月
200*年9月 号数 月額単価 日当 宿泊費

2 ○山　△男 交通計画Ⅱ 麹町設計(補強：○×企画) 2 　○○工業高校卒 19**年3月 1 5,100 15,500

3 ○野　△子（前任） ジェンダー分析 ３Ｊコンサルタンツ（株） 3  ○○○○○○大学卒 19**年3月 2 4,500 13,500

4 ▽田　□美（後任） ジェンダー分析 ３Ｊコンサルタンツ（株） 4  ○○○○○○大学卒 19**年3月 3 4,500 13,500

5 道路計画 ×木　〇子 新宿プラニング 4 ○○○○○○大学卒 19**年3月 4 3,800 11,600

6 道路計画（D枠） □川　×代 新宿プラニング 4 ○○○○○○大学卒 200*年3月 5 3,800 11,600

7 6 3,200 9,700

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20 法西　●子 通訳 通訳センター株式会社 4 19**年3月

（注1）業務従事者の最終学歴（卒業年月）が大学院卒以上の場合、大学学歴と大学卒業年月もあわせて記載してください。

このシートは様式６直接人件費、様式７業務従事者名簿、様式９航空賃、様式12戦争特約保険料の入力を省略するものであり、印刷は不要です。
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様式４

（単位：円）

費　目注1 契約金額(A)注2 契約金額

（流用後）(B)注3 精算額(C)注4 前払額(D) 部分払額(E)注5 概算払額(F)
請求額(G)=(C)-

(D)-(E)-(F)注6

Ⅰ．業務原価 0 0

（１）直接経費 0 0

　１　旅費（航空賃）

　２　旅費（その他）

　３　一般業務費

　４　通訳傭上費

　５　報告書作成費

　６　機材費

　７　再委託費

　８　国内業務費

　９　現地一時隔離関連費

　１０　本邦一時隔離関連費

（２）直接人件費

（３）その他原価

Ⅱ.一般管理費等

Ⅲ.小計(I.＋II.) 0 0

消費税及び地方消費税10% 0

0 0 0

注１）費目については、契約締結時期により、別の費目構成となっている場合があります。契約金額内訳書に記載されている費目を使用してください。
注２）契約変更している場合は、最終契約変更後の契約金額内訳を記載してください。
注３）費目間流用を行った後の契約金額内訳を記載してください。また、費目間流用に係る打合簿（写）を添付してください。
注４）直接経費に係る精算額は、直接経費費目間流用計算表（様式５）で計算された額を記載してください。直接人件費、その他原価及び一般管理費等については、精算報告明細書の精算額を記載してください。
　　　また、支出実績中間確認を行った場合は、確認済みの経費も精算額に含め、最新の「支出実績中間確認通知書」（写）を添付ください。
注５）複数の部分払がある場合はその合計額を記載してください。また、必要に応じ消費税額を明記することも可能です。
注６）請求額には、精算額から前払額、部分払額及び概算払額を控除した数字を記載してください。

契約金額精算報告内訳書

合　計(Ⅲ.＋Ⅳ.)

Ⅳ
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様式５

（単位：円）

費目（中項目）注１ 契約金額

（流用後）注２ 支出額注３ 精算額注４ 差額注５ 参考上限値注６

(A) (B) (C) (A)-(C) (A)×5%

　１　旅費（航空賃） 0 0

　２　旅費（その他） 0 0

　３　一般業務費 0 0

　４　通訳傭上費 0 0

　５　報告書作成費 0 0

　６　機材費 0 0

　７　再委託費 0 0

　８　国内業務費 0 0

　９　現地一時隔離関連費 0 0

　１０　本邦一時隔離関連費 0 0

直接経費合計額 0 0

直接経費費目間流用計算表
（打合簿なしの費目間流用に関する計算表）

注）打合簿なしの費目間流用が発生した場合のみ添付してください。

備　考注７

注１）費目については、契約締結時期により、別の費目構成となっている場合があります。契約金額内訳書に記載されている費目を使用してください。
注２）「打合簿あり」での費目間流用を行った後の契約金額内訳を記載してください。
注３）それぞれの費目の「精算報告明細書」に記載されている支出実績をそのまま記載してください。
注４）精算額の確定に当たっては、当該費目の契約金額（流用後）の5％か50万円のいずれか低い金額の範囲内まで、「打合簿なし」の流用を認めています。この運用を反映し
て、精算額を記載してください。なお、直接経費精算額の合計額は、決して契約金額（流用後）の合計額を超えることは認められませんので、契約金額（流用後）の合計額の範
囲内で、「打合簿なし」の流用をしてください。
注５）契約金額（流用後）と精算額の差額を記載してください。この差額が50万円か次欄の参考上限値のいずれか低い金額以下であれば、打合簿なしの流用が認められます。
注６）差額と比較するための参考値として、「(A)×5%」の計算結果を記載してください。差額が０である場合は、記載の必要はありません。
注７）5%か50万円のいずれか低い金額の範囲内の増額であれば、「打合簿なし」の流用可能ですので、理由の記載は不要です。特記すべき事項がありましたら、記載ください。
注８）新型コロナウィルス対策にかかる費用（PCR検査関連費用、コロナ対策関連経費、一時隔離関連経費）については、特例措置のため他の目的への費目間流用は認められませ
ん。
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従事者
キー

人月 金額 人月 金額

1 □原　×子 交差点設計 2 0 1.83 0 1.10 0 0

2 ○山　△男 交通計画Ⅱ 2 0 1.83 0 0.82 0 0

3 ○野　△子（前任） ジェンダー分析 3 0 2.03 0 0

4 ▽田　□美（後任） ジェンダー分析 4 0 3.07 0 0

合計額 8.76 0 1.92 0 0

0

契約金額

実績額注１ 0

精算額注２ 0

注１）実績額は、上表で算出された合計額（千円未満切捨て）が転記されます。
注２）精算額は、契約金額と実績額の何れか低い方を精算額とします。

合計額
（千円未満切捨て）

精算報告明細書（直接人件費）

合計金額氏名 担当業務 格付 月額単価
現地業務 国内業務
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様式７

従事者
キー

氏名 担当業務 所属先 格付 最終学歴 (注1) 卒業年月(注1)

1 □原　×子 交差点設計 新宿プラニング 2
　○○工業大学卒
　△△△大学院修了

19**年3月
200*年9月

2 ○山　△男 交通計画Ⅱ 麹町設計(補強：○×企画) 2 　○○工業高校卒 19**年3月

3 ○野　△子（前任） ジェンダー分析 ３Ｊコンサルタンツ（株） 3  ○○○○○○大学卒 19**年3月

5 道路計画 ×木　〇子 新宿プラニング 4 ○○○○○○大学卒 19**年3月

6 道路計画（D枠） □川　×代 新宿プラニング 4 ○○○○○○大学卒 200*年3月

20 法西　●子 通訳 通訳センター株式会社 4 19**年3月

業務従事者名簿

注１）業務従事者の最終学歴（卒業年月）が大学院卒以上の場合、大学学歴と大学卒業年月もあわせて記載してください。
注２）通訳については、最終学歴の記載は不要です。
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様式８

１．その他原価

直接人件費(円) その他原価率%

0 　× 35% ÷ 　（１－その他原価率%） ＝ 0 円

（千円未満切捨て） 0 円

精算額 0 円

２．一般管理費等

直接人件費(円) 直接経費（円） その他原価（円） 　一般管理費等率%

（ 0 ＋ ＋ 0 ×（ ÷ (1-（一般管理費等率％）)= 0 円

【計算式】：（直接人件費＋直接経費＋その他原価）×（一般管理費等率÷（1－一般管理費等率）） （千円未満切捨て） 0 円

精算額 0 円

精算報告明細書（その他原価及び一般管理費等）

【計算式】：直接人件費×（その他原価率÷（1－その他原価率））
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様式９

航空賃

出発日注１ 帰国日 日数 精算額 内国旅費 合　計

□原　×子 交差点設計 2 2014/5/1 2014/7/30 91 650,000 4,500 x30 +4,050x 30 +3,600x 31= 368,100 13,500 x30 +12,150x 30 +10,800x 29= 1,082,700 4,870 1,455,670

□原　×子 交差点設計 2 2014/8/1 2014/10/31 92 4,500 x30 +4,050x 30 +3,600x 32= 371,700 13,500 x30 +12,150x 30 +10,800x 30= 1,093,500 4,870 1,470,070

○山　△男 交通計画Ⅱ 2 2014/5/31 2014/8/30 92 4,500 x30 +4,050x 30 +3,600x 32= 371,700 13,500 x30 +12,150x 30 +10,800x 30= 1,093,500 4,870 1,470,070

○山　△男 交通計画Ⅱ 2 2014/10/1 2015/2/15 138 4,500 x30 +4,050x 30 +3,600x 78= 537,300 13,500 x30 +12,150x 30 +10,800x 76= 1,590,300 4,870 2,132,470

○野　△子（前任） ジェンダー分析 3 2014/5/1 2014/6/30 61 4,500 x30 +4,050x 30 +3,600x 1= 260,100 13,500 x30 +12,150x 29 +10,800x 0= 757,350 4,870 1,022,320

▽田　□美（後任） ジェンダー分析 4 2014/8/1 2014/10/31 92 3,800 x30 +3,420x 30 +3,040x 32= 313,880 11,600 x30 +10,440x 30 +9,280x 30= 939,600 4,870 1,258,350

道路計画 ×木　〇子 4 2014/5/1 2014/6/30 61 3,800 x30 +3,420x 30 +3,040x 1= 219,640 11,600 x30 +10,440x 29 +9,280x 0= 650,760 4,870 875,270

道路計画（D枠） □川　×代 4 2014/8/1 2014/10/31 92 3,800 x30 +3,420x 30 +3,040x 32= 313,880 11,600 x30 +10,440x 30 +9,280x 30= 939,600 4,870 1,258,350

法西　●子 通訳 4 2015/2/1 2015/3/15 43 3,800 x30 +3,420x 13 +3,040x 0= 158,460 11,600 x30 +10,440x 11 +9,280x 0= 462,840 4,870 626,170

650,000 11,568,740

合計額（航空賃）（千円未満切捨て） 650,000 11,568,000

備　考
注７

合計額（航空賃）

証書
番号

旅費（その他）脚注３

合計額（旅費（その他））

合計額（旅費（その他））(千円未満切捨て)

注１）出発日、帰国日は航空券の出発日と帰国日と一致させてください。ただし、別案件国業務との継続従事の場合は、別国から/別国への移動日を記入することも可とします。
注２）現地業務期間中に他の業務や自社負担による業務が含まれる場合、航空賃、日当・宿泊料をどのように折半するかについての打合簿の写を添付してください。また、原則、自社負担業務の期間を含まないものとしま
す。ただし、打合簿により、日当・宿泊料等の支出を監督職員が承諾している場合は、承諾された期間を含んで現地業務期間を記載し、当該打合簿の写を添付してください。
注３）日当及び宿泊費の計算欄への記載方式については、変更可能です。（例：3,800×（30+0.9×2）＝120,840)
注４）特別宿泊単価が設定されている場合はセルの関数を削除し、単価を直接入力してください。特別宿泊単価の場合、30泊超、60泊超の場合の逓減率は適用されません。
注５）宿泊数は現地業務期間から「２」を引いた泊数を計上するよう関数が設定されていますが、中国、韓国、モンゴル、フィリピン、ブルネイ、ミクロネシア、マーシャル諸島への渡航は、機中泊がないため「１」を引
いた泊数を計上します。このため、これら対象国への渡航の場合や宿泊料が折半される場合等については、泊数等を直接入力してください。なお、関数設定を「－１」で設定しているものを別途用意していますので、参照
してください。
注６）アフガニスタンを対象国とする場合の「特別手当」の計上が可能な欄を非表示で設けています。特別手当の対象はアフガニスタンへの入国日から出国日までの滞在日数で、単価は一律3,000円／日です。必要に応
じ、計上してください。
注７）旅費折半などの特記事項を備考へ記載してください。
注８）With コロナ下における新しい渡航管理体系に基づき業務地へ渡航する場合、緊急移送が含まれている旅行保険に加入している場合、その保険料の一部費用の計上を認めます。具体的には、１日当たり税抜２００円
を発注者として負担します。本経費の計上については、打合簿の作成は不要です。この費用は、精算・検算の簡素化のため、日当単価に２００円を加算して、旅費（その他）に計上・精算してください（日当単価が４,５
００円の場合４,７００円として計上、30 日等を超える場合の日当については低減させた額に２００円を加算し、４,０５０円の場合４,２５０円として計上）。精算報告書提出時においては、加入している旅行保険の付保
期間及び緊急移送が当該保険に含まれていることが分かる内訳書等を明示してください。

　日　当 宿泊料注４、注５

精算報告明細書（旅費（航空賃、日当・宿泊料等、特別手当）)

氏名 担当業務 格付
現地業務期間注２ 航空券

クラス
（実績）
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様式９

従事者
キー

航空賃

出発日注１ 帰国日 日数 精算額 内国旅費

1 □原　×子 交差点設計 2 2014/5/1 2014/6/1 32 4,500 x30 +4,050x 2 +3,600x 0= 143,100 13,500 x30 +12,150x 1 +10,800x 0= 417,150 4,800 565,050

1 □原　×子 交差点設計 2 2014/8/1 2014/10/31 92 4,500 x30 +4,050x 30 +3,600x 32= 371,700 13,500 x30 +12,150x 30 +10,800x 31= 1,104,300 1,476,000

2 ○山　△男 交通計画Ⅱ 2 2014/5/31 2014/8/30 92 4,500 x30 +4,050x 30 +3,600x 32= 371,700 13,500 x30 +12,150x 30 +10,800x 31= 1,104,300 1,476,000

2 ○山　△男 交通計画Ⅱ 2 2014/10/1 2015/2/15 138 4,500 x30 +4,050x 30 +3,600x 78= 537,300 13,500 x30 +12,150x 30 +10,800x 77= 1,601,100 2,138,400

3 ○野　△子（前任） ジェンダー分析 3 2014/5/1 2014/6/30 61 4,500 x30 +4,050x 30 +3,600x 1= 260,100 13,500 x30 +12,150x 30 +10,800x 0= 769,500 1,029,600

4 ▽田　□美（後任） ジェンダー分析 4 2014/8/1 2014/10/31 92 3,800 x30 +3,420x 30 +3,040x 32= 313,880 11,600 x30 +10,440x 30 +9,280x 31= 948,880 1,262,760

20 法西　●子 通訳 4 2014/5/1 2014/6/30 61 3,800 x30 +3,420x 30 +3,040x 1= 219,640 11,600 x30 +10,440x 30 +9,280x 0= 661,200 880,840

20 法西　●子 通訳 4 2014/8/1 2014/10/31 92 3,800 x30 +3,420x 30 +3,040x 32= 313,880 11,600 x30 +10,440x 30 +9,280x 31= 948,880 1,262,760

20 法西　●子 通訳 4 2015/2/1 2015/3/15 43 3,800 x30 +3,420x 13 +3,040x 0= 158,460 11,600 x30 +10,440x 12 +9,280x 0= 473,280 631,740

0 10,723,150

合計額（千円未満切捨て） 0 10,723,000

精算報告明細書（旅費（航空賃、日当・宿泊料等、特別手当）)

氏名 担当業務 格付
現地業務期間 航空券

クラス
（実績）

証書
番号

旅費（その他）
合　計

注）本シートは、宿泊数を「現地業務期間－「１」」泊として計算する関数が設定されています。主に、中国、韓国、モンゴル、フィリピン、ブルネイ、ミクロネシア、マーシャル諸島を対象としたものです。ご注意く
ださい。

備　考
注７

　日　当 宿泊料注４、注５

合計額 合計額（旅費（その他））

合計額（旅費（その他））(千円未満切捨て)
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様式10

証書番号

航空賃精算額（税抜）
注１ 0 円

　

税抜対象額内訳
注２  旅客サービス施設使用料（税抜） 0 円

旅客サービス保安料（税抜） 0 円

発券手数料（税抜） 0 円

支払年月日
注３

～

（有の場合、変更後経路注５および変更理由）

（有の場合、変更理由）

（有の場合、打合簿を添付）

（有の場合、全体金額が確認できる運賃証明書を添付）
 （有の場合、その内容）　例：社内規定によるビジネスクラスの利用

なし

備考
注６

注１）航空券代、週末・特定曜日料金加算、航空保険料、燃油特別付加運賃、現地空港諸税、旅客サービス施設使用料（税抜）、旅客サービ
ス保安料（税抜）、発券手数料（税抜）、航空会社規定の変更手数料/取消料、旅行代理店の取扱変更手数料/取扱取消手数料（税抜）の合計
額を記載してください。
　＊発券手数料は、税抜で航空券代の5％までを上限とします。
　＊旅行代理店の取扱変更手数料/取扱取消料は、1件につき5,000円（税抜）を上限とします。
注２）税抜の精算額を検算するため、提示されている３つの経費の内訳額を記載してください。
注３）支出年月日は、領収書の日付あるいは振込み実行の日付です。原則として、契約履行期間内の日付である必要があります。
注４）自社負担期間・当該案件以外の業務に従事する期間がある場合は、その期間も括弧書きで記載してください。ただし、別案件国業務と
の継続従事の場合は、別国から/別国への移動日を記入することも可とします。
注５）発着地及び経由地を記載してください。
注６）外貨建ての航空券を購入した場合・現地空港利用税を徴収された場合は、この欄にその旨を記し、あわせて円換算額算出式を記載して
ください。

経路変更の有無
（出発地／帰着地 の変更を含

む）

なし

予約変更による
追加経費発生の有無

なし

他業務との
航空賃分担の有無

なし

受注者による経費の
一部／差額負担の有無

証拠書類附属書（航空費）

20○○年○○月○○日

20○○年○月○○日 20○○年○○月○○日）
（自社負担期間・当該案件以外の

業務の業務期間
注４

）
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戦争特約保険料 0
0
0
0

合　計（税抜）
合計（税抜）（千円未満切捨て）

精算報告明細書（戦争特約保険料）

細目 単価
数量

（現地業務人月）
支出金額 備　　考
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22年12月 23年1月 23年2月 23年3月 23年4月 23年5月 23年7月 23年8月 23年9月 23年10月 23年11月

 特殊傭人費 0

 車両関連費 0

セミナー等実施関連費 0

事務所関連費 0

 旅費・交通費 0

 施設・設備等関連費 0

 資料等作成費 0

 雑費 0

0

0

精算報告明細書（一般業務費）

注）契約時の費目名が本様式と異なる場合は、契約時の費目名に修正の上、記載してください。

費目（小項目）
注

精算額（月額）
合計額

合計

合計（千円未満切捨て）
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費目（小項目）名：　　　　　　　　　　 2022年1月分

US$ 現地通貨注４ 円貨

2022/1/2 140.00

2022/1/3 20,000.00

2022/1/4 300,500

月額合計 140.00 20,000.00 300,500
円貨換算支出額

（小数点第一位を切り捨て）
14,155 21,508

円貨換算支出合計額

1 US$ ＝ 101.11 円 JICA指定レート

1 現地通貨注４ ＝ 1.075432 円 JICA指定レート

336,163

注１）契約時の費目名が本様式と異なる場合は、契約時の費目名に基づき、記載してください。
注２）一般業務費出納簿は、月毎に作成してください。
注３）領収書等は、細目ごとに一連の番号を付けて、その番号を「証憑番号」欄に記入してください。
注４）現地通貨は、固有名称を特定して記載してください。
注５）OANDAレート、またはその他のレートの場合、レートを証明する証拠書類を添付してください。

一般業務費出納簿

日付 細　目
証憑
番号

支出金額
備　　考
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日付 細　目 単価
数量

（日） 支出金額注１ 備　　考

0

0

0

0

0

0

0

0

日付
証憑
番号 支出金額注１ 備　　考

0

0

0

合計（税抜）注３

合計（税抜）（千円未満切捨て）

注１）支出は日本国内において円貨で支出することを想定しています。円貨以外の通貨で支出されている場合は、「備考」欄または証書
貼付台紙に換算式を記入してください。その際、交換レート（JICA指定レート／OANDAレート／その他のレート）を明示してください。
注２）支出金額に税抜金額を記載する場合は、「合計（税込）」の金額に斜線を入れてください。
注３）本シートでは、報告書作成費はすべて日本国内で支出され、消費税課税対象取引であることを前提に、税込合計金額に100/110を乗
じて税抜金額とする設定となっています。また、海外で支出される経費等（消費税の対象取引ではない場合）については、この税額控除
手続きが不要ですので、100/110を乗じる必要はありません。

合計（税込）注２

細　目

精算報告明細書（通訳傭上費）

合計（税込）注２

合計（税抜）注３

合計（税抜）（千円未満切捨て）

精算報告明細書（報告書作成費）
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（１）機材購入費

0

0

（２）機材損料・借料
注５

0

0

0

0

0

0

0

（３）機材送料

0

0

機材費合計 0

合計（税抜）
注３

（千円未満切捨て）

注１）支出額の表示は円貨（又は円貨相当）で統一してください。円貨以外の通貨で支出されている場合は、
　　「備考」欄または証書貼付台紙に換算式を記入してください。その際、交換レート（JICA指定レート／
　　　OANDAレート／その他のレート／海外送金レート）を明示してください。
注２）調達地は、「本邦調達」、「現地調達」、「第三国調達」の中から選択し、記載してください。
注３）調達地が「本邦調達」の場合、適切に消費税額を控除し、「税抜価格」を記載してください。
注４）前払、部分払等で、支払が複数となっている調達については、小計を記載してください。
注５）損料は単価×数量を記載して下さい。

合　計（税抜）
注３

合　計（税抜）
注３

合計（税抜）
注３

（千円未満切捨て）

日付 細目
証憑
番号

支出金額 備　　考

合　計（税抜）
注３

合計（税抜）
注３

（千円未満切捨て）

日付 細目 単価 数量 支出金額 備　　考

精算報告明細書（機材費）

日付 細目
証憑
番号 支出金額

注１ 打合簿の
添付有無 調達地

注２ 備　　考
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（１）再委託費（現地再委託費）

US$ 現地通貨 円貨 円貨換算

0

0

0

0

0

0

（２）再委託費（国内再委託費）

小計 0

小計 0

0

0

0

再委託費合計額（千円未満切捨て） 0

合計（税抜）（千円未満切捨て）

（１）再委託費（現地再委託費）と（２）再委託費（国内再委託費）の合計額

注１）円貨以外の通貨で支出されている場合は、「備考」欄または証書貼付台紙に換算式を記載してください。その際、交換レート
（JICA指定レート／OANDAレート／その他のレート／海外送金レート）を明示してください。
注２）前払、部分払等で、支払が複数となっている調達については、小計を記載してください。
注３）支出金額に税抜金額を記載する場合は、「合計（税込）」の金額に斜線を入れてください。
注４）再委託費（国内再委託費）では、経費はすべて日本国内で支出され、消費税課税対象取引であることを前提に、税込合計金額
に100/110を乗じて税抜金額とする設定となっています。

合計（税込）注３

合計（税抜）注4

合計（千円未満切捨て）

日付 細目
証憑
番号

支出金額
（円）

備　　考

小計

小計

小計

小計

合　計

精算報告明細書（再委託費）

日付 細　目
証憑
番号

支出金額注１

備　　考
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（１）技術研修費／招へい費注１

支出金額 備　考

講師謝金

検討会等参加謝金

原稿謝金

見学謝金

小計 0

翻訳費

会場借上費

参考資料等作成・購入費

機材借料・損料

消耗品等購入費

小計 0

小計 0

小計 0

0

0

（２）諸雑費

支出金額 備考
証憑
番号

80,000

80,000

80,000

国内業務費合計額（千円未満切捨） 80,000

合計（税抜）注２

合計（税抜）（千円未満切捨て）

注１）国内業務費は、「技術研修費」、「招へい費」及び「諸雑費」の合計額となります。「招へい費」については、別
の精算報告明細書にまとめられていますので、適切に合算してください。
注２）国内業務費明細書の税抜金額を記入してください。
注３）複数の研修コースを実施した場合、コース毎に精算報告明細書を作成してください。
注４）諸雑費の計上がない場合は、諸雑費の表を削除しても構いません。

合計（税抜）注２

合計（税抜）（千円未満切捨て）

細　目

再委託費

精算報告明細書（国内業務費）

細　目

諸謝金

実施諸費

同行者等旅費
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（１）直接人件費相当額の待機費用

業務人月

現地 参考（報酬月額）注１

□原　×子 交差点設計 2 0 0 0

○山　△男 交通計画Ⅱ 2 0 0 0

○野　△子（前任） ジェンダー分析 3 0 0 0

▽田　□美（後任） ジェンダー分析 4 0 0 0

□原　×子 交差点設計 2 0 0 0

○山　△男 交通計画Ⅱ 2 0 0 0

○野　△子（前任） ジェンダー分析 3 0 0 0

▽田　□美（後任） ジェンダー分析 4 0 0 0

道路計画 ×木　〇子 4 0 0 0

0

0

（２）隔離施設までのタクシー代等の経費

0

0

（３）別契約への従事期間中に発生する「日当・宿泊費」

単価 日数 単価 日数

2021/〇/〇～2021/〇/〇 交差点設計 2 1,000 5 13,000 5 70,000

2021/〇/〇～2021/〇/〇 交通計画Ⅱ 2 0

2021/〇/〇～2021/〇/〇 0

2021/〇/〇～2021/〇/〇 0

2021/〇/〇～2021/〇/〇 0

2021/〇/〇～2021/〇/〇 0

合計 70,000

合計（千円未満切捨て） 70,000

現地一時隔離費合計　　　　　　70,000

合計金額

注１）本費目について、契約書に計上していない場合は、打合簿を添付してください。
注２）支出額の表示は円貨（又は円貨相当）で統一してください。円貨以外の通貨で支出されている場合は、「備考」欄または証書貼付台
紙に換算式を記入してください。その際、交換レート（JICA指定レート／OANDAレート／その他のレート／海外送金レート）を明示してくだ
さい。

合計（千円未満切捨て）

従事期間 氏　名 格付
日当 宿泊費

合　計

合計

合計（千円未満切捨て）

注１）待機費用の月額単価は報酬額（月額単価）を3.08で除した金額にて計算式を入れています。契約で定めた月額単
価と異なる場合は、参考（報酬月額）欄は使用せず、直接入力してください。

日付 細目
証憑
番号

支出金額 備　　考

精算報告明細書（現地一時隔離関連費）

担当分野 氏　名 格付 月額単価 合計金額
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（１）隔離施設までのハイヤー代等の経費

0

0

（２）帰国時隔離施設（ホテル等）滞在費 「日当・宿泊料」注１

単価 日数 単価 日数

2021/〇/〇～2021/〇/〇 交差点設計 2 0

2021/〇/〇～2021/〇/〇 交通計画Ⅱ 2 0

2021/〇/〇～2021/〇/〇 交差点設計 2 0

2021/〇/〇～2021/〇/〇 0

2021/〇/〇～2021/〇/〇 0

2021/〇/〇～2021/〇/〇 0

合計 0

合計（千円未満切捨て） 0

本邦一時隔離費合計　　　　　　 0

合計金額
証憑

番号 注1

注）本費目について、契約書に計上していない場合は、打合簿を添付してください。
注１）宿泊の事実を確認するため、宿泊期間が記載された宿泊施設の領収書の写しを提出してください。

合計（千円未満切捨て）

期間 氏　名 格付
日当 宿泊費

合　計

精算報告明細書（本邦一時隔離関連費）

日付 細目
証憑
番号

支出金額 備　　考
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証拠書類附属書 証書番号(注1)

【備考　注2】

注意事項

注1）本台紙を使用しないA4サイズの領収書の場合にも証書番号を記載して下さい。

注4)日本語・英語以外で書かれた領収書等には和訳もしくは英訳を補記して下さい。

注2）以下の場合は証憑添付台紙の備考に理由を補記してください。
　  ①領収書の要件（日付 ・宛名・発行者・支出内容・領収書印又はサイン）を満たさない場合。
  　②履行期限外の場合。

注3）領収書が電子発行の場合は電子領収書であることを備考に補記して下さい。（精算報告書を電子ファイル（PDF
形式）で提出する場合は補記不要になります。）


